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１．発表のポイント

１

⚫ 経団連では、インフラシステムの海外展開、グローバルサウスとの連携強化につき提言を公表

■「海外から選ばれるインフラシステムの展開に向けて～「2030 年を見据えた新戦略骨子」を踏まえて～」（2024年10月）

•  日本が社会課題の解決に貢献するパートナーとして「選ばれる」国を目指す必要性

• 「オファー型協力」の具体例の積み重ねにより「選ばれる国」として存在感を示すべき

• 社会の基礎インフラであるICTや社会課題解決に取組むスタートアップ振興に向けたエコシステムの整備などに取り組む必要

■「グローバルサウスとの連携強化に向けて～重視すべき事項とアクションプラン～」（2025年12月）（後掲）

⚫ 資源に乏しく人口減少に直面する我が国にとって、グローバルサウスとの連携強化は必須。
外交・安全保障の強化、経済安全保障等の確保の観点から重点国・地域を選定し、質の高いイ
ンフラシステムの展開をはじめとする連携ツールを有機的・戦略的に組み合わせた力強い外交
を展開すべき。

⚫ 各国が経済成長を着実に遂げ、国際情勢も大きく変化。経済・社会の発展段階に応じて日本の
貢献・裨益も変化する中で、我が国として開発協力を行う意義・目的を一層明確化し、対象
国・地域を含めメリハリをつけて取り組む必要。（「インフラ海外展開2.0」）

⚫ ODAについては、手続きの簡素化・迅速化など、ビジネスの観点から使いやすさの改善が不
可欠。サイバーセキュリティ、治安対策、防災などデジタルインフラの普及に向けて無償資金
協力の活用（保守運用費、サービス提供型モデルの対象化 等）も進めるべき

⚫ わが国による人材育成への貢献は高く評価されるところ。法制度整備に関する専門家の育成な
どに積極的に取り組むべき。



提言概要①「グローバルサウスとの連携強化に向けて」(2025年12月)

２

⚫ 資源に乏しく人口減少に直面するわが国にとって、食料・資源・エネルギーが豊富な国・地域が多く、高

い潜在成長力を有するグローバルサウス（以下ＧＳ）との連携強化は不可欠

⚫ ＧＳと連携を強化することは、ルールに基づく自由で開かれた国際秩序の維持・強化を主導するうえで重

要な足掛かりとなるもの

（※）グローバルサウス：本提言では、ウクライナ、東欧地域（EU加盟国を除く）を含む、
途上国・新興国の総称として用いる。

経団連：

2024年４月「グローバルサウスとの連携強化に関する提言」

⚫ 総理等によるトップ外交の展開をはじめ、連携強化のためのツールを提言

⚫ ＧＳと言っても、国・地域によって状況は区々。また、全てのＧＳとの連携強化は現実的でも効果的で

もないため、日本政府に対して、主要国・地域別の方針の策定を要請

2024年12月「FUTURE DESIGN 2040」(以下FD2040)

⚫ 2040年のわが国の目指すべき姿：ＧＳ諸国に寄り添い、社会課題解決に貢献することで、ＧＳからパー

トナーとして選ばれる国となること

⚫ 連携を強化すべき国・地域を選定し、政策資源を集中投下する重要性を強調

FD2040を具体化すべく、連携を強化すべきＧＳ重点国・地域の選定に際し重視すべき事項

および連携強化のためのアクションプランを提言

➢ わが国のソフトパワー（GS諸国・地域との間のTrust, Respect, Connect）を活かしながら「国際社会か

ら信頼され、選ばれる国家」としての魅力を向上

➢ FOIPのビジョンの下、成長戦略と連動させながら、また、同盟国・同志国との連携・補完を図りながら、

日本政府が本提言を十分に踏まえた力強い外交を展開することを期待

問題意識

経 緯



提言概要②（重点国・地域の選定にあたって重視すべき事項）

３

⚫ 重点国・地域の選定にあたっては、強い日本をつくるとともに、自由で開かれた国際秩序
を維持・強化するための仲間づくりを進め、大国に過度に依存しない自立した国家を確立
する観点から、特に以下の事項を重視すべき。



◆ 「2030年45兆円のインフラシステム受注額」に向けて、
戦略策定段階から関与し、ＧＳと共に案件を形成

◆ ODAや出融資等の機能の拡充等による果敢に挑戦する
企業のリスク対応能力の下支え

◆ ①経済安全保障上重要な事業、②食料・資源・エネル
ギーの確保に繋がる事業、③日本国内での新たな事
業・サービス創出に寄与する事業等、を対象とする公
的施策

◆ EPA・FTA、投資協定等の締結により、公正な競争条
件を確保.。社会課題の解決、貿易・投資の拡大に貢献

◆ ﾒﾙｺｽー ﾙとのEPA、GCC・UAE・ﾄﾙｺとのFTA/EPA、ｱﾌﾘｶ諸
国とのEPA、CPTPPの加入促進 等

◆ 総理や大臣の外遊等による対話や交流機会の増大、日
本企業が参加・関与する可能性の追求

◆ 社会課題解決に向けた日本の製品・技術・サービス等
の紹介・提案のための官民フォーラムの開催

４

提言概要③（アクションプランに基づく力強い外交の展開）

経済協定の締結

１

６

５

４

３

２

人材の育成・交流の推進

第三国との協力

国際ルール・標準の形成

質の高い
インフラシステムの展開

トップ外交の展開・
官民フォーラムの開催

◆ GSのニーズをくみ取ったルールの国際的な展開、G7諸
国等と共に形成するルールへのGSの意見反映を通じた、
汎用性の高い国際ルールの形成、規格・基準の統一や規
制・制度の調和の主導

◆ 当該国・地域に強みを持つ第三国企業との連携・協力を通じた
市場の開拓（例：インド企業と日本企業の協業によるアフリカ
向けプロジェクトの推進等）

◆ GCC、UAE、トルコとのEPAによるアフリカ市場への展開

◆ 経団連として、GSにおける人材育成を引続き勧奨、一層の連携
強化を訴求

◆ 高度人材の戦略的誘致、優秀な留学生・研修生の受入れ等を秩
序ある形で一層促進

◆ 企業ニーズを踏まえた、AOTS事業、ABEイニシアティブの維
持・拡充、「日印人材交流イニシアティブ」、アフリカにおけ
る今後３年間で30万人の人材育成の実施等の具体化の着実な推
進

⚫ 日本政府においては、重視すべき５つの事項を踏まえ、以下(１)～(６)のような内
容を盛り込んだアクションプランを策定し、力強い外交を展開すべき



５

提言概要④（アクションプランのイメージ）
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